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１�はじめに�� 国連環境計画（UNEP）に提唱され国際的に注目されているブルー

カーボンという用語は海洋生態系の生物活動によって固定、貯留され

る炭素の総称である。図 1 に示したように 2002～2011 年の海域の年

間炭素固定量は陸域の 25 億トンとほぼ同じ 24 億トンとされ（ IPCC、

2013）、固定された量の 1/10 程度の炭素が海底に隔離・埋設（貯留）

されていると見積もられている（UNEP、2009）。我が国は島嶼国であ

り海岸線の総延長は約 3 万 5000km で世界 6 位、先進国では最大級で

あり、沿岸生態系における生物による炭素固定とその積み重ねによる

炭素貯留量を定量的に評価することは、地球温暖化（気候変動）に対

する緩和と適応を考える上で重要な課題である。  

 

図 1．年間の全球炭素フラックス（ 2002-2011 の平均）．   

IPCC (2013)、UNEP（ 2009）から作成。海域の貯留量については有機炭素のみの推定。  

 

現在までのところ亜熱帯を分布中心とするサンゴ礁やマングローブ

林における研究が先行しているが、我が国の大部分を占める温帯浅海

域に生息する生物は比較的短寿命で、そこでは炭素固定と同時に固定

者の死亡と分解も盛んであるため炭素貯留に関する研究は不十分であ
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った。演者らの研究グループは、沿岸域生態系における短寿命生物群

による炭素貯留効果を定量的に評価することが重要な課題であると位

置づけ、環境省環境研究総合推進費による「二次的自然「里海」の短

寿命生態系におけるブルーカーボン評価に関する研究」（2014-2016）

以降、川崎市環総研及び横浜市環科研も参加している国立環境研究所

と地方環境研究所とのⅡ型共同研究「里海里湖流域圏が形成する生物

生息環境と生態系サービスに関する検討」（2018-2020 、代表機関：

公益財団法人東京都環境公社  東京都環境科学研究所）を通じて現在も

本課題に取り組んでおり、成果の一部は国分ら（2017）等で報告して

いる。  

 

もう一点、我が国の沿岸域を取り扱う際に留意せねばならない特徴

がある。海洋国・水産国であるが故、沿岸域は身近な海辺、「里海（さ

とうみ）」として人間によるワイズユースが進められてきた歴史がある。

現在では、水産業やレクリエーションによる積極的な利活用からバー

ドサンクチュアリのような保護的な管理まで、また立地要件としても

埋め立てによる面積縮小やその代償としての干潟・浅場造成や自然再

生活動まで地域ごとに多様な利活用のあり方がみられる。上記のⅡ型

共同研究ではそれら各地の沿岸域における利活用が沿岸域生態系にお

ける生態系サービスに及ぼす影響についても検討している。本講演で

は生態系サービスとしての炭素貯留に注目し、各地の里海における炭

素貯留量の評価を通じて沿岸域における利活用が里海を含む地域固有

の生態系サービスに及ぼす影響を検討し、第五次環境基本計画にも明

記された地域循環共生圏の形成に寄与できるものと考えている。  

 

２� 材料と方法�
国内の代表的閉鎖性海域であり人間活動と関わる里海でもある東京

湾、伊勢湾、大阪湾 3 海域の 13 水域を対象とし、短寿命生物であり一

次生産者でもある海草・海藻類の藻場や大型植物が優占していない干

潟等での野外調査を通じ、大型植物および表在藻類、底生動物（優占

種）の種組成及び現存量を計測した。  

藻場・干潟等における短寿命生物各種およびそれぞれの生息場にお

ける底質表層を試料として室内生分解性試験を行った。試料を実験前

に十分に乾燥させた後、ボールミルを用いて微粉砕化することで分解

の初期過程を促進させ、実験試料は好気条件下で適切な攪拌を与える

ことで最終的な難分解性物質の炭素含有量を迅速に求めることを目的

とした。  

羽根付きフラスコに各種粉体サンプルと人工海水、植種用海水を入

れ、20℃暗所恒温室において 100rpm で撹拌して試験に供した。別途

検討した燃焼温度可変法によって CN コーダーを用いて懸濁態有機炭
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素量（POC）および懸濁態無機炭素量（PIC）を計測した。濾液は分

光光度計を用いて 260 nm における吸光度 E260 を計測後、水中全有

機態炭素計にて DOC および DIC を計測した。採取・計測は実験開始

から試料を投入直後に回収した 0 日後から 1、3、10、20、50、100、

200 日後に実施した。難分解性炭素の残存率から炭素貯留の原単位を

算出した。各海域における炭素貯留量の算出は図２に示すスキームに

従って算出した。�
 

 

図 2．各海域における炭素貯留量の算出のスキーム ��
前述したように今回扱った 13 水域では市民による潮干狩りや水産

業による利用強度がそれぞれ異なる。そこで市民による利活用の実態

調査として、春の大潮干潮時でありかつ、ゴールデンウィーク前後の

土日休日の晴天日の干潮時に空撮および現地での目視調査を行った。

得られた航空写真に対する目視判読により藻場・干潟の利用者数を推

定し、採取量の目視調査とあわせて利用強度の指標とした。水産利用

については水揚げ統計資料を活用した。最終的にこれらの里海水域を

対象として、その炭素貯留量と里海の利活用強度や自然再生活動の有

無の関係について考察した。  

 

３� 結�果�
分解試験から推定した易・難分解性炭素率と生物量調査の結果を用

いて試算した各水域における形態別炭素貯留量を図 3 に示した。総炭

素貯留量は東京湾の葛西臨海公園の西なぎさで最も低く、伊勢湾の松

名瀬で最も高くなった。どの海域においても 80％以上は無機炭素及び

難分解性有機物であることが確認できた。また、底生生物等の生物体

（バイオマス）由来よりも堆積物等の遺骸（ネクロマス）等の非生物

体由来のほうが炭素貯留量は多くなり、特に堆積物中遺骸としての貝

殻等無機炭素及び生体死亡後の難分解性有機物が主体であった。以上
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より、藻場・干潟において生育する生物によって内部生産由来の炭素

貯留に加えて、藻場、干潟が備えている浮遊物の沈降等の物質集積促

進（セディメントトラップ効果）といった生態系機能を鑑み、藻場・

干潟が立地することで周辺生態系の流入、漂着由来の炭素貯留効果も

大きいことが予想される。大気と海面の境界における炭素フラックス

の評価に比べて、より長期的な時間スケールに基づく炭素貯留効果が

示されたと考えている。  

 

図 3� 各水域における単位面積あたりの形態別総炭素貯留量．上は生物体由来、下は非生
物体由来を示す  

 

次に、里海の利活用と生態系サービスの一つである炭素貯留の関係

探索について説明する。我が国の特徴である沿岸域の利活用を鑑み、

里 海 の 評 価 指 標 と し て 検 討 し た の は 里 山 の 評 価 指 標 で あ る

SATOYAMA index である。当該指標は土地被覆のモザイク性が高い地

域では複数の生育地を利用する生物の生育や固有性に重要である、と

いう生態学的な研究報告に立脚した指数である。里海でも同様の知見

を活用するが、環境省の里海づくり手引き書によれば里海には保全・

再生要素に加え、活動要素が不可欠とされている。そこで里海の評価

には景観のモザイク性に加え、水産やレジャーによる利活用強度を併

せて評価する必要があると考えた。本課題では、各調査水域において

Simpson の多様度指数を適用した干潟内の景観多様度と遊漁者・漁業

者による活用度を統合した利用強度を算出し、それらの和を「里海評

価指標」として地域間の比較を行った。その結果を図 4 に示す。  
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図 4� 13 水域における里海評価指標  

 

里海評価指標と炭素貯留量との関係を検討したところ、潮干狩り利

用客数の極めて多い水域はオーバーユースと評価され、今後は利用制

限の方向性を検討することに加えて水域内に藻場や後背湿地の整備に

よる景観多様度の増加を図ることで炭素貯留量を維持、あるいは増加

させる可能性があることが示された。  

この里海評価指標と炭素貯留量との関係性を、環境省が推奨し全国

各地で推進されている「豊かな海」づくりや「里海創生」活動を目指

した取組み事例で検証した。三重県「英虞湾における遊休地の利用に

よる自然再生活動（石淵池）」の事例は環境省豊かな海の取り組み地域

10 に選定され、海と陸を遮断していた水門の開放によって遊休地と沿

岸の再生を目指している取り組みである。山口県「椹野川における流

域一体の取組」は豊かな海の取り組み地域 10 に加えて、森川里海連携

を目指した平成 28 年度地域循環共生圏構築に向けた実証地域 10 にも

選定されており、山口湾に注ぐ椹野川河口干潟における流域一環での

自然再生活動としてアサリ等干潟生物の復活を目指して耕耘、網掛け、

竹柵設置等を実施している。両者とも自然再生活動により景観多様性

と利用強度が増し、炭素貯留量が上昇したことが確認された。このこ

とから、里海創生活動は沿岸浅海域の新たな評価軸である生態系サー

ビスとしての炭素貯留を通じて、地域固有の便益価値を高めることが

期待できると結論付けた。  
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